
KYOCERA Communication Systems 

会社・拠点ごとに異なる仕組みで 

処理していたため、海外工場の 

生産状況をリアルタイムに把握 

できない 

顧客ごとに仕様が異なる製品を生産 

するため、市販ERPパッケージの標準 

機能だけではカバーできない 

統合イメージ図 

海外でのサポート体制や実績 

Infor SyteLineが備えるカスタマイズ

の柔軟性、マルチカンパニー対応 

単なるSIerとしてではなく、 

パートナーとして取り組む姿勢 

 グローバルな受発注状況や 

 生産の進捗状況などをリアルタイムで 

 把握できるようになり     

 グループ横断の全体最適化を実現 

背景・課題 選定のポイント 

「Infor SyteLine」導入事例 

ナカシマプロペラ様 

海外拠点を含めたグループ企業横断で全体最適化 
新たに導入したERPが競争優位性の源泉に 
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船舶用プロペラで世界トップシェアを誇るナカシマプロペラ

株式会社（ナカシマプロペラ）が、グループ企業を横断 

した全体最適化を狙ってERPシステム（統合基幹業務シス

テム）を導入。2016年2月にシンガポールの販売拠点、フィ

リピンとベトナムの工場を含めた4か国7拠点で新システ

ムが一斉に稼働を開始した。 

このシステムを構築したのが、京セラコミュニケーション 

システム（KCCS）だ。ERPパッケージにはインフォア社の

「 Infor SyteLine」を採用。基幹システム構築における

KCCSの実績や技術力、Infor SyteLineが備える柔軟性 

などが選定の決め手になった。 

導入効果 

    創業 ： 
    住所 ： 
事業概要 ： 
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船舶用推進機器の開発・製造・販売 
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随時セミナー開催！ 

詳しくは https://www.kccs.co.jp/events/index.html 

KCCSカスタマーサポートセンター 
フリーコール 0120-911-901 
携帯電話・PHS・IP電話など 050-2018-1827 
受付時間 平日9：00～17：00 
(17：00以降のお問い合わせは自動応答になります。) 

KCCSホームページ http://www.kccs.co.jp/ 
E-mail：kccs-support@kccs.co.jp 
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海外でのサポート体制やパッケージの機能を評価してKCCSを選定 選定のポイント 

導入効果・展望 新たに導入したERPシステムを経営基盤の中核と位置づける 

2系列の業務プロセスが全体最適化の阻害要因に 背景・課題 

本事例の詳細は ⇒ http://www.kccs.co.jp/case/1603/index.html 

 ナカシマプロペラがERPの導入を検討した背景

には、漁船やプレジャーボート用の中小形プロペ

ラの分野で世界的なブランド力を持つミカドグ

ループが2009年にグループに加わったことがある。

これを機に、中小形プロペラ事業の再編に着手

するが、ミカドグループの拠点（国内拠点とフィリ

ピン拠点）は、受注・設計・製造といった業務の流

れがナカシマプロペラとはまったく異なっていた。 

 船舶用プロペラのものづくりは、機械や電機

メーカーの業務プロセスとは大きく異なる。製品

の注文を受けた後に、設計を開始するという段取

りになる。顧客企業の船舶ごとに、異なる仕様の 

プロペラを製造しているのだ。 

ナカシマプロペラの中島氏は、「あらゆる船舶に

対して、求められる仕様や条件によって最適なプ

ロペラを提供しています。推進効率が変わると、

燃料費にも大きく影響を与えることになります」と

語る。顧客ごとに仕様が異なる製品を生産するた

め、一般的なERPパッケージが製造業向けに提

供しているMRP（生産資源計画）機能は利用でき

ない。また、1つの製品の設計・生産に付随する

技術情報が膨大な数になるという特徴もある。

ERPを含めて、市販パッケージの標準機能だけで

は業務プロセスをカバーできないのだ。 

 新システムを導入する以前は、それぞれの拠点

が個別に業務を最適化しており、独自開発のシス

テムや表計算ソフトを利用して受発注業務の効率

化に努めていた。同じ業務なのにグループ内に2系

列の業務プロセスが存在し、さらに拠点ごとに異な

る仕組みで処理していたため、グループ間で柔軟

に生産振り分けができず、海外工場の生産状況を

リアルタイムに把握することは難しいという状況だっ

た。そこで、業務プロセスを統合することを検討。こ

の結果、グローバルな拠点を対象にERPシステム

を導入し、グループ横断で全体最適化を目指すこと 

を決断した。 

制、提案するパッケージの機能などを総合的に判

断して、4社のSIerの中から最終的にKCCSを選定。

海外でのサポート体制も、KCCSを高く評価したポ

イントだったという。シンガポール、フィリピン、ベト

ナムに拠点を持つナカシマプロペラにとって、海外

でのサポート体制は重要な要件だった。同社の基

幹業務を支えるシステムであるため、停止するこ

とは許されない。万が一トラブルが発生した際に、

例え海外拠点であっても迅速に対応できる体制が

必要だった。吉崎氏は、「KCCSは、グローバルに

ビジネスを展開する京セラのシステム構築・運用

に長年携わってきていますから、海外でのサポー

トに不安はありませんでした」と語る。 Infor 

SyteLineの導入に際しては、KCCSのシンガポー

ルのグループ会社からも支援を行っている。 

 ナカシマプロペラでは、2014年2月にKCCSに正

式発注するとともに、システム構築プロジェクトを

組成。業務設計、カスタマイズ部分のアドオンを含

めた詳細設計・開発・テストを経て、2016年2月に

海外を含めた7拠点同時に本格稼働した。 

運用面で小規模なトラブルはあったもののシステ 

 ERPシステムの導入に当たって、2013年に3社

のSIe rに提案を打診した。実は、この段階で 

KCCSは候補に入っていなかった。  

 ある知人の紹介で、KCCSの洪が、ナカシマプロ

ペラの吉崎氏のもとへ説明に訪れる機会を得た。

この時、既に他のSIerに打診していたこともあり、

吉崎氏は候補としては考えていなかった。しかし、

話を聞くうちに、洪が提案するInfor SyteLineが自

社の業務に向いていると考えるようになった。 

 Infor SyteLineは、グローバルで約6,000社の導

入実績を誇っている。製造業が必要とする一連の

機能を網羅していることに加え、カスタマイズの柔

軟性や、多通貨・多言語対応、複数のグループ企

業を単一のシステムで管理できるマルチカンパ

ニー対応などが吉崎氏の目を引いた。自社の業

務に合わせてカスタマイズしても利用企業でメン

テナンスができるため、ブラックボックスにならな

いという点を吉崎氏は評価した。そこで、KCCSに

もシステム提案を正式に依頼。他社に後れをとり

ながらも、選定候補に滑り込んだ。 

 ナカシマプロペラでは、開発体制やサポート体 

 本格稼働から約半年を経た現在、新システムは

プロジェクトを率いた中島氏や吉崎氏の思惑通り

の成果を上げている。すべての拠点がERPシステ

ムを活用して業務を進めているため、業務プロセ

スの統合を実現。本社からERPシステムの情報を

見るだけで、グローバルな受発注状況や生産の 

進捗状況などをリアルタイムで把握できるように

なった。さらなる納期短縮も可能になったという。 

中島氏は、「新システムの導入によって、グルー

プ横断の全体最適化の緒に就きました。ERPシス

テムを、グローバルな競争を勝ち抜くための経営

基盤だと位置づけています。今後も、この経営基 

盤を中核にITを活用して競争力を高めていきたい」

と語る。KCCSの谷口は「経営基盤を構築したベン

ダとして、今後もナカシマプロペラ様が経営戦略を

具現化できるように、全力で支援していきます」と抱

負を語る。 

ム面では問題はなく、各拠点とも生産機能を止める

ことなく稼働を継続している。 

 中島氏は開発工程を振り返って、「KCCSは単に

SIerと発注者という関係ではなく、共通の目的を掲

げたパートナーというべき存在でした」と語る。今回

のような大規模なシステムでは、規模の小さなトラ

ブルの発生は避けられない。その場合、ボトルネッ

クとなっている業務に社員をアサインすることも必

要だが、通常はSIerの裁量の範囲外。しかし、この

案件に携わったKCCSの社員は業務内容にも深く

入り込んでいるため、そのようなことにも精通。

KCCSの社員の判断に委ねたケースも多かったと

いう。「組織や体制の問題など技術以外のことを助

言してくれるITベンダはなかなかいません」。吉崎

氏はこのように評する。要件定義の途中で、ある拠

点での業務設計が決まらずに、プロジェクトに遅れ

が発生しそうになった際には、KCCSの田井中が1

か月間、その拠点に常駐し、社員との折衝を行って

いる。今回のプロジェクトの成功要因を、中島氏は

「パッケージが私たちに適していたということもある

のですが、最終的には“ヒト”です」と語る。 


